
基金（貯金額）

（町民一人当たりの貯金）（町民一人当たりの貯金）
                  11 万 1,858 円11万 1,858 円

令和 7年度末積立基金総額
（一般会計）

17 億 3,458 万 5 千円
（対前年度　3,281 万 2千円減）

令和 7年度末地方債残高
（一般会計）

62 億 7,357 万 3 千円
（対前年度　1億 888万 2千円増）

（町民一人当たりの借金）（町民一人当たりの借金）
                  40 万 4,564 円40万 4,564 円

地方債 ( 借金額 )

利
根
町
の
財
政
力
に
つ
い
て

　
町
に
お
け
る
積
立
基
金（
貯
金
）の
総
額
は
、

対
前
年
度
３
２
８
１
万
２
千
円
の
減
と
な
り
ま

し
た
。

　
財
政
調
整
基
金
は
約
５
３
６
８
万
円
増
加
し

ま
し
た
が
、地
方
交
付
税
な
ど
の
増
加
に
よ
り
、

財
政
調
整
基
金
の
取
崩
額
が
大
き
く
減
少
し
た

こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
安
定
的
な
財
政
運
営
の
た
め
、
基
金
に
つ
い

て
は
適
切
な
取
り
崩
し
と
、
目
的
に
応
じ
た
積

み
立
て
を
行
っ
て
お
り
、
今
後
も
必
要
な
財
源

確
保
に
努
め
ま
す
。

●
財
政
調
整
基
金

　
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
年
度
間
の
財
源
不

均
衡
を
調
整
す
る
た
め
の
基
金
で
、
財
源
が
不

足
す
る
年
度
や
、
災
害
な
ど
が
発
生
し
た
際
の

支
出
の
増
加
に
備
え
、
財
源
に
余
裕
が
あ
る
年

度
に
積
み
立
て
を
行
っ
て
い
ま
す
。

●
減
債
基
金

　
地
方
債
の
償
還
額
の
増
加
に
備
え
、
公
債
費

が
財
政
を
圧
迫
す
る
こ
と
を
防
ぐ
目
的
で
設
置

さ
れ
て
い
ま
す
。

●
特
定
目
的
基
金

　
特
定
の
事
業
目
的
達
成
の
た
め
に
設
置
さ
れ

た
基
金
で
す
。

（令和 8年３月１日現在 15,507 人で算出）（令和 8年３月１日現在 15,507 人で算出）

　
町
に
お
け
る
地
方
債
（
借
金
）
の
残
高
は
、
対
前

年
度
1
億
８８８


万
２
千
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
地
方
債
発
行
額
が
償
還
額
を
上
回
っ
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

　
令
和
７
年
度
に
お
け
る
地
方
債
発
行
の
主
な
内

容
は
、
元
利
償
還
金
の
７
割
が
交
付
税
措
置
さ
れ

る
過
疎
対
策
事
業
債
５
億
６
２
０
０
万
円
で
す
。

　

将
来
の
財
政
運
営
に
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う

に
、
地
方
債
発
行
に
際
し
て
は
、
交
付
税
措
置
の

割
合
が
高
い
起
債
を
最
大
限
活
用
し
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
臨
時
財
政
対
策
債
に
つ
い
て
は
、
令
和
７

年
度
地
方
財
政
対
策
に
お
い
て
、
新
規
発
行
可
能
額

が
平
成
13
年
度
の
制
度
創
設
以
来
初
め
て
ゼ
ロ
に

な
っ
た
た
め
、
発
行
額
は
0
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

●
過
疎
対
策
事
業
債

　
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支
援
に
関
す
る
特
別

措
置
法
に
よ
り
過
疎
地
域
指
定
を
受
け
た
市
町
村
が

特
別
に
発
行
を
認
め
ら
れ
た
地
方
債
で
、
元
利
償
還

金
の
７
割
が
普
通
交
付
税
で
措
置
さ
れ
ま
す
。

●
臨
時
財
政
対
策
債

　
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
地
方
交
付
税
の
財
源
不
足

を
補
う
た
め
、
不
足
分
の
一
部
を
地
方
自
治
体
が

借
り
入
れ
を
行
う
地
方
債
の
こ
と
で
、
元
利
償
還

相
当
額
に
つ
い
て
は
、
そ
の
全
額
が
後
年
度
の
普

通
交
付
税
に
て
措
置
さ
れ
ま
す
。

（千円）

（千円）（千円）

積立基金の推移

地方債残高の推移 地方債発行額の推移
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